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（年度） 

 

 

 

出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」                        

注１ 投資額については平成25年度まで実績、26年度・27年度は見込み、28年度は見通し 

注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値 

注３ 就業者数は年平均。平成23年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値 

 

○ 建設投資額はピーク時の４年度：約84兆円から22年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、28年度 

は約52兆円となる見通し（ピーク時から約38％減）。  

○ 建設業者数（27年度末）は約47万業者で、ピーク時（11年度末）から約22％減。 

○ 建設業就業者数（27年平均）は500万人で、ピーク時（9年平均）から約27％減。 

 建設投資、許可業者数及び就業者数の推移 
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民間投資額（兆円） 

政府投資額（兆円） 

就業者数（万人） 

許可業者数（千業者） 

（兆円） （千業者、万人） 

就業者数のピーク 

685万人（９年平均） 
就業者数 

ピーク時比 

▲27.01% 

500万人 

（27年平均） 

468千業者 

（27年度末） 

許可業者数 

ピーク時比 

▲22.2% 

建設投資 

51.8兆円 

建設投資 

ピーク時比 

▲38.3％ 

許可業者数のピーク 

600千業者（11年度末） 

建設投資のピーク 

84.0兆円（４年度） 

就業者数：619万人 

業者数：531千業者 
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○技術者    ：  41万人（H9） →  31万人（H22） →  32万人（H27） 

○技能労働者 ：  455万人（H9）  →   331万人（H22） →  331万人（H27） 
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○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。  
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成26年と比較して 

55歳以上が約4万人減少、29歳以下は同程度（平成27年） 

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出 出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出 

技能労働者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行 

全産業（５５歳以上） 

全産業（２９歳以下） 

建設業：約３割が５５歳以上 

建設業：２９歳以下は約１割 

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。） 

 建設業就業者の現状 
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技能労働者の３割を占める高齢者の大半は、１０年後には引退の可能性 

出所：総務省「労働力調査」 

 高齢者の大量離職の見通し（中長期的な担い手確保の必要性） 
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 建設業就業者数の将来推計（日建連・長期ビジョン（2015年3月公表）） 

○ 将来の技能労働者数は、日本建設業連合会の推計によれば、建設投資が同規模で推移するとの見通しを踏まえ、 

 生産性向上による35万人の省人化を前提に、2025年度において293～315万人が必要（2014年は341万人） 
 

○ 今後、技能労働者は団塊世代の大量離職等により約130万人が減少すると見込まれるため、90万人の新規入職者 

 （うち20万人は女性）を確保することが必要 
 

○ このため、若者にとって魅力ある建設業を目指し、処遇改善を中心として担い手確保･育成対策の更なる強化を 

 図るとともに、新技術･新工法の活用、人材の効率的な活用等、建設生産システムの生産性の向上を図り、 

 官民一体となって将来の担い手確保に強い決意で臨む 
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＜ケースＡ＞ 

＜ケースＢ＞ 

293～315万人 

（年度） 
・  ・  ・ 

在職数 (推計) 

216万人 

46.8兆円 

52.6兆円 

必要な新規の 

技能労働者数 

77～99万人 

技能労働者数の現状と見通し 

※2014年までの技能労働者数は総務省『労働力調査』、建設投資額は国土交通省『建設投資見通し』より引用 

兆円 
兆円 兆円 兆円 兆円 

兆円 

331万人 

＜ケースＡ＞ アベノミクスが着実に発現する場合（経済成長率が名目３％以上等を想定） 

＜ケースＢ＞ 経済成長が足許の潜在成長率並みの場合（経済成長率が名目１％台半ば等を想定） 

日本建設業連合会『再生と進化に向けて～建設業の長期ビジョン』 
 

◆ 
◆ 

◆ ◆ 

◆ ◆ 
◆ 

◆ 

342万人 

334万人 335万人 
338万人 

341万人 

建設投資額の推移 

技能労働者数の推移 
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 建設業の働き方の抜本的な改善に向けた最近の取組 

雇用の安定・人生設計 

労働時間・休暇 

賃金 

○ 適切な賃金水準の確保 
 

 ・ 公共工事設計労務単価の適切な設定 
  （４度目となる引上げをH28.2に実施） 
 

○ 女性の活躍の推進 
 

 ・ 女性の活躍に地域ぐるみで取り組む活動への支援や、経営者向
けの研修を通じて、女性も働きやすい職場環境を整備 

 （例） 女性同士の交流会を通じ、経営者等へ職場環境の改善を提言 
      メーカーと連携し、女性目線から負担軽減につながる保護具を開発 

○ 週休2日モデル工事の更なる拡大 
 

 ・ H26年度から取り組んでいる週休2日モデル工事について、 
  H27年度は56件実施。H28年度は、倍増以上の件数となる 
  よう、更に拡大 
 ・ 都道府県発注工事でも同様の取組が行われるよう働きかけを 
  実施  

②業界全体のWLB推進 
業界でWLBに取り組む企業が増加するよ
う、直轄工事の発注時に認定制度を活用
した評価の枠組みを導入※ 
※一般土木A・建築A工事等を対象（段階
的選抜方式において評価）に平成30年度
での全面的な導入を目指し、今年度から
一部工事で着手。他の工事等については
、取組み状況等を踏まえて導入時期等を
判断。 

【先行的にスタート】 
 

○建設現場におけるi-Constructionの導入 
  促進 
 

・土工について、測量･施工･検査等の全プロ
セスでＩＣＴを活用 

・直轄工事において全面的にＩＣＴを適用 

○ 安定的な仕事量の確保 
 

 ・ 施工時期等の平準化（※）の推進（4-6月期の仕事量の確保） 
  - ゼロ国債や２カ年国債を活用 
  - 地方公共団体の先進的な取組を事例集として公表（H28.4） 
 
 
 

建設キャリアアップシステム 

技能者 

登録 

現場
Ａ 

現場
Ｂ 

現場
Ｃ 

建設IDカード 
 

建設 太郎 

000000111 

 
   ・・・・・ 

・本人情報 

・社会保険 
・資格  等 

蓄積 ・就業履歴 

ピッ！ 

ICT建機による施工 ドローン等による３次元測量 

○ 社会保険の加入促進 
 

 ・ 一次下請企業を社会保険加入業者に限定する措置を、 H27.8か
ら、全ての直轄工事に拡大するなどの取組を実施 

※ 施工時期等の平準化は、雇用の安定のほか、賃金、休暇にも資する。 
   ・閑散期（4-6月）の仕事増による年収増 ・年間を通じて仕事の変動が少なくなることによる雇用の安定化 ・繁忙期の仕事減による週休2日の拡大 

 
 

・許可･経審等に係る申請書類の簡素化 
・規制の改革 （例： 事業者間の技能労働者の融通円滑化 等） 

職場環境・人材育成 

○ 職場環境の改善 
 

 ・ 建設現場の仮設トイレについて、直轄工事では10月より快適トイ 
 レ(女性も活用しやすいトイレ)の設置を原則化し、職場環境を改善 ○ 建設現場の生産性向上（i-Construction） 

 

 ・ 測量・施工・検査等の全プロセスでICTを活用することで、測量
・施工などの作業を効率化、検査書類・日数を大幅に削減し、
長時間労働の抑制や休暇の拡大等の実現を目指す 

○ 担い手３法の趣旨の徹底 
 

 ・ 建設業者が賃金の元手となる適正利潤を確保できるよう、歩切り
の根絶やダンピング対策の強化等を実施 

  

○ 建設キャリアアップシステムの構築 （平成29年度の運用開始を目標に官民で準備作業中） 
 

 ・ 技能者の資格等の情報や現場での就業履歴等を業界統一のルールで蓄積するシステムの構築 
 ・ 資格、就業履歴を適切に評価できることで処遇の改善、就業機会の増加につながる 

○ 教育訓練の充実 
 

 ・ 富士教育センターをH29年度からリニューアルオープン、教育 
  訓練プログラムの質を充実 
 ・地域の建設業者等による「職人育成塾」などを支援  
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98% 

2% 

＜雇用保険＞ 

加入 

未加入 

97% 

3% 

＜健康保険＞ 

加入 

未加入 

96% 

4% 

＜厚生年金＞ 

加入 

未加入 

95% 

3% 2% 

＜３保険＞ 

３保険加入 

３保険いずれか加入 

未加入 

 公共事業労務費調査（企業別・労働者別）① 

○ 公共事業労務費調査（平成27年10月調査）における社会保険加入状況調査結果をみると、 
 ・ 企業別の加入率は、雇用保険では98% ［対前年度比+1.4% ］ 、健康保険では97% ［対前年度比+2.4% ］ 、厚生年金保

険では96%  ［対前年度比+2.5% ］となっています。 
 ・ 労働者別の加入率は、雇用保険では82% ［対前年度比+2.8% ］ 、健康保険では77% ［対前年度比+4.5% ］ 、厚生年金

保険では74%  ［対前年度比+5.0% ］となっています。 

企業別 

労働者別 

82% 

18% 

＜雇用保険＞ 

加入 

未加入 

77% 

23% 

＜健康保険＞ 

加入 

未加入（市町村国民健康保険加入者を含む） 

74% 

26% 

＜厚生年金＞ 

加入 

未加入（国民年金加入者を含む） 

72% 

14% 

14% 

＜３保険＞ 

３保険加入 

３保険いずれか加入 

未加入 

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険
H23.10 75% 60% 58% 57%
H24.10 75% 61% 60% 58%
H25.10 76% 66% 64% 62%
H26.10 79% 72% 69% 67%
H27.10 82% 77% 74% 72%

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険
H23.10 94% 86% 86% 84%
H24.10 95% 89% 89% 87%
H25.10 96% 92% 91% 90%
H26.10 96% 94% 94% 93%
H27.10 98% 97% 96% 95%

労働者別・３保険別加入割合の推移 

企業別・３保険別加入割合の推移 
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（元請・下請次数別） 

元請 

1次下請 

2次下請 

3次下請 

62.1% 

84.5% 

63.0% 
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37.8% 

55.3% 

73.2% 

86.7% 

58.2% 

74.2% 

50.5% 

60.0% 
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35%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%
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（地方別） 

北海道 東北 

関東 北陸 

中部 近畿 

中国 四国 

九州・沖縄 全国 
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86.0% 
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中国 

四国 

九州・沖縄 

全国 

 公共事業労務費調査（企業別・労働者別）② 

○ 公共事業労務費調査（平成24年～平成27年10月調査）における３保険加入状況をみると、全体的に加入割合は上
昇傾向にありますが、特に労働者別の加入割合について、他地方と比較して関東が、元請企業と比較して高次の下
請企業が、加入割合の低い傾向にあります。 

96.4% 96.6% 96.7% 
97.5% 

98.5% 

84.7% 

88.2% 

90.8% 

93.6% 

96.3% 

72.9% 

76.6% 

81.8% 

86.2% 

91.5% 

66.3% 

74.7% 

76.3% 

82.6% 

88.1% 

60%
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80%

85%

90%

95%

100%

H23.10 H24.10 H25.10 H26.10 H27.10

３保険加入割合 

（元請・下請次数別） 

元請 

1次下請 

2次下請 

3次下請 

企業別 労働者別 
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〇公共事業労務費調査（平成27年10月調査）における社会保険加入状況調査結果について、企業単 
 
  位での社会保険等（雇用保険・健康保険・厚生年金保険）加入状況は以下のとおりとなっています。 

 公共事業労務費調査（各都道府県別・企業別） 

全国：95% 

100 100 
99 99 99 99 99 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98 
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（％） 企業の３保険加入状況（都道府県別） 

近畿地方整備局 
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全国：72% 

 
〇公共事業労務費調査（平成27年10月調査）における社会保険加入状況調査結果について、労働者単 
 
  位での社会保険等（雇用保険・健康保険・厚生年金保険）加入状況は以下のとおりとなっています。 

 公共事業労務費調査（各都道府県別・労働者別） 
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